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※都合により誌面が変更される場合がございます。

平成 29 年 2 月に「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正す
る法律案」が国会に提出されました。今の政治力学からみて，本号が届くころには

法案は可決されていると思われます。この法案の内容は，居宅サービス事業所を指定する
プロセスで自治体の関与を強める，障害者や子どもを含めた支援が必要な人を横断的に支
援するため，障害者総合支援法，児童福祉法，社会福祉法を改正する，介護療養病床の転
換先として「介護医療院」を創設し，慢性期の医療・介護ニーズへ対応させるなど，文字
どおり地域包括ケアシステムの強化を狙っています。また，現役世代並みの所得のある人
の利用者負担がいよいよ 3 割となりました。近い将来には多くの人に医療保険並みの負担
が求められるのでしょう。ケアマネジメントについては，ケアマネジメントサービスに関
する利用者負担は現状のままゼロとされました。いろいろな論点がありますが，ケアマネ
ジャーの専門性を評価することはどこかの時点で必要と考えます。
　福祉用具貸与の見直しについては，昨年，業界を揺るがせた「軽度者への貸しはがし」
は回避されましたが，高価な価格請求を防止する措置として，国が商品ごとに全国平均貸
与価格を把握・公表し，商品ごとに貸与価格の上限を設定する（当該商品の全国平均貸与
価格＋１標準偏差）こととなりました。また，福祉用具専門相談員は，貸与しようとする
商品の特徴や貸与価格と併せて当該商品の全国平均貸与価格などを利用者に説明すること
や，機能や価格帯の異なる複数商品を提示することが義務づけられます。これらの見直し
については，平成 30 年 10 月施行（機能や価格帯の異なる複数商品を提示することは 30 年
4 月施行）です。
　一般的な価格設定のモデルは，原価を考慮して決める方法（製造原価（または仕入原価）
に利益を加えて価格を決める方法），需要を考慮して決める方法，いくらなら商品を購入し
てもらえるかといった競合状況を考慮して決める方法の 3 つですが，単なる物貸しでなく
人的サービスの比重が高い福祉用具貸与においては，原価を考慮して決める方法と競合状
況を考慮して決める方法が組み合わされて価格が決定されていると思われます。利用者の
選択からなる市場原理を働かせるために情報の公開を促進するのは良しとして，実態価格
に基づき上限を設ける方法は新たな取り組みです。今後の価格の動向を注視したいと思い
ます。
 編集委員　渡邉愼一
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